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「2050年にカーボンニュートラル（実質ゼロ）」を目指し、温室効果ガス（GHG）の排出量削減を進めています。Scope1、2に
ついて、2030年に2013年比50%削減を目標に掲げ、2025年は2013年比で28.4%の削減となっています。

カーボンニュートラルの実現に向け、これまでに進めてきた製造工程の省エネルギーや燃料転換に加えて、太陽光発電や小水力
発電などの再生可能エネルギー発電の自社保有拡大を進めています。また、一部で試行してきたインターナルカーボンプライシング
を2026年より導入します。設備投資判断の参考指標とすることにより、GHG排出量削減の取組みを加速していきます。

当社グループでは、工業用水、地下水、上水道、海水を水資源として使用しています。各製造拠点ともプロセス内の循環使用な
ど水資源の効率的な使用に努めており、環境への排出時には各地域の排出規制を順守するよう管理しています。

東亞合成グループでは、日本国内において、法令で定められた基準に
加え、より厳しい排水に関する自主基準を設定し、水質保全に取り組ん
でいます。

排水が環境へ与える影響を低減するため、排水負荷の大きい工場で
は、活性汚泥処理法などの環境技術を用いた処理設備を設置し、排水を
適切に管理しています。

なお、2025年度は、排水の水質に関する法令違反がなかったことを
確認しています。

生産拠点の流域における水の供給不安や洪水の発生は、事業活動に大きく影響を及ぼすと予想されるため拠点ごとの水リスクを
把握し、事業継続に向けた適切な対策の実施やBCP（事業継続計画）の制定などを行っています。東亞合成グループは、海外を
含む全生産拠点と研究拠点を対象に、世界自然研究所（WRI）が開発・発表した水リスク評価ツール「Aqueduct Water Risk 
Atlas」の「Aqueduct 4.0」を用いて、水ストレスの評価を行いました。評価の結果、現時点で非製造拠点である中国（上海）、
インド（アーメダバード）の2拠点の水ストレスレベルが「高」に該当することがわかりました。国内を含むその他の拠点では、水
ストレスが高い地域はなく、水ストレスに対応する施設や資産、それに伴う生産や収益はありません。定期的な評価を実施し水リス
クの把握に努めるとともに、引き続きストレスレベルにかかわらず水資源の有効活用と適切な使用に努めます。

自社工場内外での再生可能エネルギーの導入を拡大してい
ます。名古屋物流センター（出力1MW）に続き、2025年に
は高岡工場においても、出力1MWのメガソーラーによる発電
を開始しました。さらに、名古屋工場と広野工場でメガソー
ラーの建設を進めています。また、小水力発電にも取り組ん
でいます。長野県で建設を進めている当社第1号の小水力発
電所は2026年の発電開始を予定しています。第1号以降も小
水力発電所の導入を拡大する予定であり、続く発電所の調査、
開発を進めています。

使用時にCO2を排出しない水素をエネルギーとして使用する
「愛知県知多市における低炭素水素モデルタウン実証事業」に
取り組んでいます。名古屋工場において、再生可能エネルギー
電気を用いて食塩水の電気分解を行い、得られた低炭素水素
を、公共施設や住宅での燃料電池利用や水素給湯器など、幅
広い分野での水素利用に向けて供給します。化学製品の製造工程における加熱には蒸気を使用します。

蒸気は主に都市ガスなどの化石燃料をボイラーで燃焼させて
発生させるため、CO2を排出します。当社では横浜市と連携し、
ごみ焼却工場で発生するカーボンニュートラル蒸気を横浜工
場へ導入する実証事業に取り組んでいます。

再生可能エネルギーの導入拡大 水素エネルギーの活用

低炭素水素の活用

カーボンニュートラル蒸気の導入

GHG排出量推移と削減目標（Scope1＋Scope2）
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再生可能エネルギーの有効活用と脱炭素の推進に向け、電力需要側で使用量を調整する「デマンドレスポンス（DR）」に
取り組んでいます。再エネ発電量が多く電力が余りやすい時間帯（春秋の休日など）に、生産設備の稼働をシフトし、社会
全体の需給バランス安定化に貢献します。名古屋工場の電解槽を活用し、要請に応じて出力（電力使用）を増やす「上げ
DR」を実施しており、事前シミュレーションと現場連携により、生産計画への影響を最小限に抑えながら運用しています。

デマンドレスポンスの運用 徳島工場における講演会では、徳島工場が利用する吉野川水系の水利用の歴史や、
近年の河川行政の動向について解説がありました。特に、気候変動による豪雨などの
水災害が増加する中で、地域全体で取り組む「流域治水」の重要性が強調されました。
また、企業においては、浸水対策や事業継続計画（BCP）の策定が必要であり、被害
軽減や早期復旧に向けた具体的な取組みが求められることが示されました。

河川講演会の開催

気候変動抑制の取組み 水資源保全の取組み

講演会の様子

名古屋工場に新設した排水処理設備
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  カーボンニュートラル実現に向けた取組み   方針・考え方

  排水の水質確保の取組み

  水ストレス評価

カセイソーダ製造時に得られる水素は、化石燃料とは異な
り燃焼してもCO2を排出しません。当社は、徳島工場に続き、
横浜工場や名古屋工場にも水素ボイラーを導入し、化石燃料
を使用しない蒸気の発生を実現しています。

地域 国 高 高～中 中 中～低 低 合計

アジア

日本 0 0 9 8 0 17

中国 1 0 1 0 1 3

台湾 0 0 0 1 0 1

タイ 0 1 0 0 0 1

シンガポール 0 0 0 0 1 1

インド 1 0 0 0 0 1

米州 アメリカ 0 0 1 0 0 1

合計 2 1 11 9 2 25

水ストレス評価結果 表中の数字は拠点数
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